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2025年２月14日 

各 位 

会 社 名  株式会社ナ・デックス 

代表者名  代表取締役社長 進 藤 大 資 

(コード番号 7 4 3 5 東証スタンダード) 

問合せ先  経営管理部長 丸 山 哲 男 

ＴＥＬ 0 5 2 - 3 2 3 - 2 2 1 1 

 

財務報告に係る内部統制の開示すべき重要な不備 
および内部統制報告書の訂正報告書の提出 

に関するお知らせ 
 

当社は、本日公表いたしました「過年度の有価証券報告書等の訂正報告書の提出および過年度の決算

短信等の訂正に関するお知らせ」にてお知らせいたしましたとおり、過年度の有価証券報告書等の訂正

報告書を東海財務局に提出し、過年度の決算短信等についても訂正いたしました。 

これに伴い、本日、当社は、金融商品取引法第24条の４の５第１項に基づき、東海財務局に提出してお

ります過年度の内部統制報告書において開示すべき重要な不備がある旨を記載した内部統制報告書の訂

正報告書を東海財務局に提出いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 開示すべき重要な不備の内容 

当社は、2024年11月、仕入先から多額の支払を求める連絡を受けたことを端緒に当該仕入にかか

る流通経路、取引実態等について社内調査を実施したところ、元業務委託社員が実体の伴わない循

環取引を行い、当社において架空の売上高および売上原価が計上されている疑いがあることが判明

したため、直ちに外部の弁護士および公認会計士による特別調査委員会を設置して調査を行ってま

いりました。 

その結果、元業務委託社員が、特定の仕入先から正規の仕入に偽装して個人的にPC等を仕入れ、

これを転売することで不正に代金を得る領得行為、またその領得行為の隠蔽を目的として、８社に

及ぶ事業者を巻込んだ複雑な商流による循環取引を行っていた事実が判明いたしました。当該循環

取引は、直送取引につき帳票のみで取引が完了し、モノの移動が捕捉しにくい取引であること、エ

ンドユーザーが不明確であること、営業担当者が受注だけでなく、発注業務にも関与していること

など、循環取引を示唆する状況や兆候が見受けられるものでしたが、証憑の偽造や在庫等の保有資

産の偽装を伴っており、取引が存在するかのように仮装されたため、発見が困難なものとなってお

りました。さらに、領得行為または循環取引で発生した実体のない架空の発注を実体のある案件に

紛れ込ませる付替行為が行われていた事実も判明いたしました。（これら判明事実を総称して、以下

「本件事案」といいます。） 

これを受けて当社は、本件事案により発生した架空の売上高、売上原価および棚卸資産を過年度

に遡り取消すことが必要と判断し、2022年４月期から2024年４月期の有価証券報告書および2022年

４月期第３四半期から2024年４月期第３四半期までの四半期報告書について訂正報告書の提出を行

いました。 
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当社は、本件事案に関し調査報告書で判明した原因分析に関する報告、財務報告への影響やリス

クを考慮しつつ、改めて財務報告に係る内部統制の再評価を行った結果、当社の業務プロセスに不

備があったことを認識いたしました。当該不備は、財務報告に重要な影響を及ぼす可能性が高いこ

とから開示すべき重要な不備に該当すると判断し、財務報告に係る内部統制の評価結果を訂正する

ことといたしました。 

 

２． 事業年度末日までに是正できなかった理由 

上記の財務報告に係る内部統制の開示すべき重要な不備につきましては、当該不備の発覚が当事

業年度の末日後であったため、当事業年度の末日までに是正することができませんでした。 

 

３． 開示すべき重要な不備の是正方針 

当社は本件事案に関する特別調査委員会による調査報告書を受領し、当該調査報告書における再

発防止策の提言を踏まえ、再発防止策を策定いたしました。策定した再発防止策を実行の上、内部

統制の整備・運用を図ってまいります。 

 

４． 連結財務諸表および財務諸表に与える影響 

上記の開示すべき重要な不備に起因する必要な修正事項は、すべて連結財務諸表および財務諸表

に反映しております。 

 

５． 連結財務諸表および財務諸表監査報告における監査意見 

無限定適正意見であります。 

 

６． 訂正の対象となる内部統制報告書 

第72期   内部統制報告書  (自 2021年５月１日  至 2022年４月30日) 

第73期   内部統制報告書  (自 2022年５月１日  至 2023年４月30日) 

第74期   内部統制報告書  (自 2023年５月１日  至 2024年４月30日) 

 

７． 訂正の内容 

上記の内部統制報告書のうち、３【評価結果に関する事項】を以下のとおり訂正いたしました。

なお、訂正箇所には下線を付して、表示しております。 

 

３【評価結果に関する事項】 

（訂正前） 

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効で

あると判断いたしました。 

 

（訂正後） 

下記に記載した財務報告に係る内部統制の不備は、財務報告に重要な影響を及ぼすこととな

り、開示すべき重要な不備に該当するため、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に

係る内部統制は有効ではないと判断いたしました。 
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記 

 

当社は、2024年11月、仕入先から多額の支払を求める連絡を受けたことを端緒に当該仕入に

かかる流通経路、取引実態等について社内調査を実施したところ、元業務委託社員が実体の伴

わない循環取引を行い、当社において架空の売上高および売上原価が計上されている疑いがあ

ることが判明したため、直ちに外部の弁護士および公認会計士による特別調査委員会を設置し

て調査を行ってまいりました。 

その結果、元業務委託社員が、特定の仕入先から正規の仕入に偽装して個人的にPC等を仕入

れ、これを転売することで不正に代金を得る領得行為、またその領得行為の隠蔽を目的として、

８社に及ぶ事業者を巻込んだ複雑な商流による循環取引を行っていた事実が判明いたしました。

当該循環取引は、直送取引につき帳票のみで取引が完了し、モノの移動が捕捉しにくい取引で

あること、エンドユーザーが不明確であること、営業担当者が受注だけでなく、発注業務にも

関与していることなど、循環取引を示唆する状況や兆候が見受けられるものでしたが、証憑の

偽造や在庫等の保有資産の偽装を伴っており、取引が存在するかのように仮装されたため、発

見が困難なものとなっておりました。さらに、領得行為または循環取引で発生した実体のない

架空の発注を実体のある案件に紛れ込ませる付替行為が行われていた事実も判明いたしました。

（これら判明事実を総称して、以下「本件事案」といいます。） 

当社は、本件事案により発生した架空の売上高、売上原価および棚卸資産を過年度に遡り取

消すことが必要と判断し、2022年４月期から2024年４月期の有価証券報告書および2022年４月

期第３四半期から2024年４月期第３四半期までの四半期報告書について訂正報告書の提出を行

いました。 

本件事案の発生原因および内部統制上の不備として以下を認識しております。 

 

(１)決裁処理の形骸化 

当社では、受発注の承認に際して、受注根拠となる証憑や発注先からの見積に該当する証憑

に基づき、上長による受発注の決裁を行っておりましたが、本件事案においては、得意先から

の仮注文書の担当者印の位置や形状が常に同じだったこと、当該仮注文書に基づきシステム上

受注登録した案件について正式な発注まで長期を要していたこと、仕入先からの見積書の体裁

や印影が変化していたこと等の疑わしい状況があったにもかかわらず、不正が介在するかもし

れないという視点も踏まえた、取引に不審な点がないかの実質的な審査が十分にできておりま

せんでした。このように、決裁処理が形式的な確認に留まり、取引実態の把握や不正の可能性

を踏まえて取引の合理性を審査する仕組みが整備されていなかったことも、循環取引や領得行

為を発見できなかった要因となっておりました。 
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(２)納品確認制度の不徹底 

当社では、規則上、仕入については、仕入先からの納品書の他、搬入・工事完了の事実を証

明する書類の入手・確認が求められておりましたが、上長による決裁の対象が100万円以上の仕

入となっていたことから、実務上は100万円未満の仕入について当該書類の入手・確認が徹底さ

れておりませんでした。元業務委託社員は、当該運用を利用し、架空取引の対象をすべて100万

円未満として仕入先からの納品書のみを証憑にすることによって不正の発覚を免れておりまし

た。特に、設備の販売および設置を受注してそれに必要な部材を仕入れる場合（以下「セット

品」といいます。）には、設備の販売自体は実際に存在しており、それに必要な部材の詳細を営

業担当者以外が把握することが困難であることも利用し、架空取引をセット品の中に紛れ込ま

せて付替を行っておりました。このように、実務上、一定額未満の納品事実の確認を行う運用

が疎かになっていたことも、循環取引や付替を利用した架空取引が発見できなかった要因とな

っておりました。 

 

(３)預け在庫に対する危機意識の不足 

本件循環取引においては、元業務委託社員が偽造した得意先からの仮注文書に基づく受注登

録から当該得意先からの正式発注に至るまで１年以上の期間を要することもあり、最終的には

仕入金額で１億円を超える預け在庫が存在しておりました。商社取引においては、仕入と同時

に売上が計上されるのが一般的であり、在庫が発生しないことが通常であることから、長期に

わたり同一の得意先に対して多額の預け在庫が存在することは稀でありました。しかし、当社

は期末の棚卸時を除き、預け在庫がどこに存在するかについて、一部の商品以外はシステムに

よる管理を行っておらず、営業担当者のみが把握している状況にあったこと、棚卸時において

も当該得意先から預かり証が発行されており、これが虚偽の証書であることが想定されなかっ

たことから、預け在庫の異常性に気付かず、当該得意先に対する照会や現物確認の実施等の踏

み込んだ調査が行われませんでした。このように、適時に預け在庫の異常に気付き確認する仕

組みがなかったことも本件循環取引を早期に発見することができなかった要因となっておりま

した。 

当社は、これらの不備は財務報告に重要な影響を及ぼしており、開示すべき重要な不備に該

当すると判断いたしました。 

上記事実は当事業年度末日後に発覚したため、当該不備を当事業年度末日までに是正するこ

とができませんでした。なお、上記の開示すべき重要な不備に起因する必要な修正事項は、す

べて有価証券報告書の訂正報告書に係る連結財務諸表および財務諸表に反映しております。 

当社は財務報告に係る内部統制の重要性を認識しており、これらの開示すべき重要な不備を

是正するために、特別調査委員会からの指摘・提言や「循環取引に対応する内部統制に関する

共同研究報告」の報告内容も踏まえ、以下の改善策を講じて適正な内部統制の整備および運用

を図ってまいります。 
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①決裁処理の形骸化に対する改善策 

A)実質的な決裁を定着させる取組みの実施 

本件事案を踏まえて、循環取引をはじめとした不正が起こり得るという観点から取引の

チェックポイントを整理し、決裁の意義や実質的な検討が決裁者に浸透するまで、一定の

案件に係る受発注の決裁において決裁者がこれを参照して取引の合理性を審査することを

定着させるための取組みを実施します。 

 

B)決裁者の意識向上に向けた取組みの実施 

決裁者を対象として、決裁の意義や本件事案の特徴を踏まえた上での案件の実質的な審

査を行うためのポイントを習得する研修や勉強会を開催し、上記A)の改善策の実効性の強

化を図ります。 

 

②納品確認制度の不徹底に対する改善策 

A)仕入の実在性を確認できる証憑の入手の徹底 

仕入にかかる規程において、仕入先からの納品書に加えて、第三者による商品が実際に

配送されたか否かを示す証憑類を入手することとし、仕入の実在性を証明する書類をもっ

て仕入を計上することを明確にします。また、当該規程に基づく実務研修・勉強会の実施

により、この運用を徹底することとします。 

 

③預け在庫に対する危機意識の不足に対する改善策 

A)預け在庫の異常性を早期に識別する仕組みの構築 

月次で預け在庫を含む全在庫のリストを出力・作成し、当該リストの各在庫について、

残高、滞留期間、仕入先、エンドユーザーなどの観点からリスク評価を実施し、在庫の実

在性、仕入の合理性に異常があるかどうかを確認することとします。 

 

B)異常性を識別した預け在庫に対する現物確認の実施 

A)において、在庫の実在性、仕入の合理性に異常を識別した預け在庫については、当該

預け在庫の営業担当者以外の人員が、預け先に赴き現物確認を行うこととします。 

 

以 上 


